
御前崎市脱炭素経営支援融資推進事業費補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、市内の事業者及び個人事業者（以下「事業者等」という。）の脱炭

素経営を支援するため、地域脱炭素に資する融資を受ける事業者等に対し、予算の範囲

内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、御前崎市補助金等交付規則（平

成16年御前崎市規則第37号。以下「規則」という。）及びこの告示の定めるところによ

る。 

（補助対象事業者） 

第２条 補助対象となる事業者等は、市内に本店所在地又は住所を有する者とする。 

（補助対象融資） 

第３条 補助対象となる融資（以下「補助対象融資」という。）は、次の各号の要件を全

て満たすものとする。 

(1) 御前崎市脱炭素経営支援融資推進事業費補助金に係る指定金融商品公募要領で指

定を受けていること。 

(2) 前号に規定する認定を受けた日以降に融資を受けていること。 

(3) 令和12年度までの温室効果ガス排出量削減計画（以下「削減計画」という。）で

定める温室効果ガス排出量削減目標（以下「削減目標」という。）が、前年度比３％

以上に設定されていること。 

(4) 資金使途が運転資金又は設備資金であること。 

(5) 元金の弁済期日が、融資を受けた日から３年以上あること。 

２ 前項各号で定める資金使途が設備資金の場合は、市内に導入するもののみ補助対象と

する。 

（補助金交付の要件） 

第４条 補助金の交付対象となる事業者等は、次の各号の要件を全て満たす者とする。 

(1) 市税等の滞納がないこと。 

(2) 納税義務者に対して給与の支払をする者にあっては、市民税及び県民税の特別徴

収義務者として指定されていること又は指定されていないことについて正当な理由が

あること。 

(3) 代表者、役員、使用人その他の従業員又は構成員等が、御前崎市暴力団排除条例

（平成24年御前崎市条例第２号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下この号に

おいて「暴力団員等」という。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員

等と密接な関係を有するものでないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象融

資の手数料とし、融資金額の１％を上限とする。 

（補助金の額） 



第６条 補助金の額は、補助対象経費の合計の２分の１以内とし、１事業者等当たりの累

計交付額の合計は10万円を限度とする。ただし、補助金の額に1,000円未満の端数が生

じたときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助対象期間） 

第７条 補助事業の期間は、補助金の交付決定の日が属する年度内とする。 

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、融資実行後、

融資の実行に係る年度の３月末日までに、御前崎市脱炭素経営支援融資推進事業費補助

金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に、別表に定める書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条による申請書の提出があった場合は、申請を受け付けた順にその内

容を審査するものとし、補助金を交付すべきであると認めたときは、予算の範囲内で交

付を決定し、御前崎市脱炭素経営支援融資推進事業費補助金交付決定通知書（様式第２

号。以下「交付決定通知書」という。）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金交付額の総額が予算の範囲を超えた場合は、申請の内容を審査した上

で、当該超えた日の申請者で抽選を行い、補助金の交付を決定するものとする。 

３ 市長は、前項の審査において必要があると認めるときは、債権者である金融機関に照

会を行うことができる。 

４ 市長は、資金使途が設備資金の場合であり、第１項の審査において必要があると認め

るときは、対象設備が設置される現地の調査を行うことができる。 

５ 市長は、必要に応じて、交付決定の内容に条件を付すことができる。 

６ 市長は、補助金の交付が適当でないと認めたときは、御前崎市脱炭素経営支援融資推

進事業費補助金不交付決定通知書（様式第３号。以下「不交付決定通知書」という。）

により申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第10条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、速やかに御前崎市脱炭素経

営支援融資推進事業費補助金交付請求書（様式第４号）を市長に提出しなければならな

い。 

（決定の取消し） 

第11条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助 

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 第３条に規定する補助対象融資ではないことが判明したとき。 

(3) 第４条に規定する補助金交付の要件に適合しないことが判明したとき。 

(4) その他この告示の規定に違反したとき。 



２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、御前崎市脱炭素経

営支援融資推進事業費補助金交付決定取消通知書（様式第５号）により申請者に通知す

るものとする。 

（補助金の返還） 

第12条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分について既に補助金を交付しているときは、御前崎市脱炭素経営

支援融資推進事業費補助金返還命令書（様式第６号）により返還を命ずるものとする。 

（協力） 

第13条 市長は、補助金の交付を受けた者に対し、必要に応じて補助対象融資に関する情

報の提供その他の協力を求めることができる。 

（関係書類の整備） 

第14条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳

簿等を整備し、10年間保存しておかなければならない。 

（その他） 

第15条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和10年３月31日限り、その効力を失う。ただし、同日までに第９条の

規定により決定された補助金の交付に関しては、同日後も、なおその効力を有する。 

別表（第８条関係） 

Ｎｏ． 提出書類等 

１ 事業計画書（様式第１号 別紙） 

２ 決算書又は確定申告書（１期分） 

３ 申込人（企業）概要が確認できる資料（パンフレット等） 

４ 
補助対象融資であることが確認できる資料（借入申込書（写し）、金銭消

費貸借契約証書（写し）、確約書（写し）、削減計画等） 

５ 
市民税・県民税特別徴収義務者指定通知書又は市民税・県民税特別徴収未

実施理由書の写し 

６ 手数料の金額が確認できる書類（確約書（写し）等） 



７ 融資実行に伴う振込金を確認できる書類（通帳（写し）等） 

８ 【資金使途が設備資金の場合】・領収書、請求書又は見積書・設備計画書 

９ その他市長が必要と認める書類 



様式第１号（第８条関係） 

 



 



 



様式第２号（第９条関係） 

 



様式第３号（第９条関係） 

 



様式第４号（第10条関係） 

 



様式第５号（第11条関係） 

 



様式第６号（第12条関係） 

 


